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回次
第56期

第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結

累計期間
第56期

会計期間

自2022年
１月１日
至2022年
６月30日

自2023年
１月１日
至2023年
６月30日

自2022年
１月１日
至2022年
12月31日

売上高 （千円） 15,938,576 15,328,882 32,418,829

経常利益 （千円） 1,745,156 1,219,474 2,394,667

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,306,031 941,754 1,647,234

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,275,879 1,601,117 2,016,707

純資産額 （千円） 31,610,742 32,467,430 31,108,954

総資産額 （千円） 44,422,836 45,754,023 46,557,863

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 43.07 31.06 54.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.4 70.2 66.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,349,472 1,654,007 873,883

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,468,561 △1,160,580 △2,763,387

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 294,855 △1,101,524 2,249,885

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,752,445 3,422,598 3,476,911

回次
第56期

第２四半期連結
会計期間

第57期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2022年
４月１日
至2022年
６月30日

自2023年
４月１日
至2023年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.56 20.99

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(星光ＰＭＣ株式会社)及び子会社７社により構成されており、

製紙用薬品、樹脂、化成品の製造、販売を主たる業務としております。

　当第２四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね

次の通りであります。

(製紙用薬品)

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

(樹脂)

　2023年１月に、株式取得により新たに株式会社マリンナノファイバーを子会社と致しました。

(化成品)

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行により、経済活

動の正常化が進んだものの、原燃料価格の高止まりや円安トレンドの継続による物価上昇等、不安定な状況が継続

しました。世界経済においても、インフレ進行や金融引き締め等の影響は大きく、全世界的に景気減速が継続しま

した。当社グループの主要販売先におきましては、当第２四半期中に中国・台湾の需要環境に持ち直しの動きが出

てきましたが、国内は紙・板紙、印刷インキ等の需要減少が継続しており、依然として厳しい経営環境となりまし

た。

　当社グループは、原燃料価格の上昇に対応した製品価格への転嫁を引き続き進めるとともに、新型コロナウイル

ス感染防止対策の緩和を受け、中国・東南アジアを主とする海外でのマーケティング活動の強化に努めましたが、

国内外の軟調な需要環境による販売数量の減少分をカバーしきれず、当第２四半期連結累計期間の売上高は15,328

百万円（前年同期比3.8%減）と前年同期を下回る水準となりました。利益面では、価格転嫁の進展や原料市況の緩

みにより回復基調にありますが、販売数量減少の影響が大きく営業利益は724百万円（前年同期比35.3%減）となり

ました。また、経常利益は、海外子会社へのグループ内貸付金に対する評価替えによる為替差益はありましたが、

1,219百万円（前年同期比30.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、941百万円（前年同期比27.9%減）

となりました。

　セグメント別の経営成績は次の通りであります。

・製紙用薬品事業

　当第２四半期連結累計期間の国内の紙・板紙生産量（速報値）は1,111万トンと、物価上昇による消費マイン

ドの冷え込みにより、これまで堅調だった段ボール原紙の生産量が減少し、前年同期比6.6％の減少となりまし

た。当社グループでは、原料価格上昇に対応した製品価格への転嫁を継続するとともに、国内外での差別化商品

の拡販を進めました。国内では需要減少の影響を受けましたが、中国・東南アジアでのマーケティング活動強化

による拡販を実施した結果、当事業の売上高は9,767百万円（前年同期比5.8％増）となりました。一方、セグメ

ント利益は、ベトナム子会社の償却費が利益の下押し要因となり、438百万円（前年同期比0.6％減）となりまし

た。

・樹脂事業

　当第２四半期連結累計期間の国内の印刷インキ生産量（速報値）は13.0万トンと、前年同期比6.0％の減少と
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なり市場の縮小傾向は継続しています。当社グループは、厳しい事業環境に対応するべく製品ポートフォリオ変

革と原燃料価格上昇に対応した製品価格への転嫁に努めましたが、国内印刷インキ用樹脂、及び中国の景気回復

の遅れに伴う粘着剤の需要減により、販売数量が減少したため、当事業の売上高は、2,993百万円（前年同期比

15.3%減）となりました。セグメント利益は、製造経費の低減等に努めましたが、売上高の減少により、12百万

円（前年同期比92.9%減）となりました。

・化成品事業

　化成品事業の売上高は、欧米での景気減速の影響を受けた主力製品の輸出販売数量の減少等により2,568百万

円（前年同期比19.1％減）となりました。セグメント利益は、販売数量の減少、原燃料価格の上昇等により449

百万円（前年同期比34.1％減）となりました。

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比で803百万円減少し、45,754百万円となり

ました。勘定科目別では、受取手形及び売掛金が1,824百万円、電子記録債権が384百万円減少いたしましたが、建

設仮勘定が485百万円、現金及び預金が323百万円増加いたしました。

　負債は、支払手形及び買掛金が1,500百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末比で2,162百万円減少

し、13,286百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末比で1,358百万円増加し、32,467百万円となりました。利益剰余金が699百万円、為

替換算調整勘定が589百万円増加いたしました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は3,422百万円とな

り、前第２四半期連結会計期間末と比べ329百万円減少いたしました。当第２四半期連結累計期間における各キャ

ッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、1,654百万円の資金の獲得（前第２四半期連結累計期間は1,349百万円

の資金の獲得）となりました。これは主として、売上債権の減少に伴うキャッシュの増加2,327百万円、税金等

調整前四半期純利益1,219百万円、仕入債務の減少に伴うキャッシュの減少1,535百万円等によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、1,160百万円の資金の支出（前第２四半期連結累計期間は1,468百万円

の資金の支出）となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出814百万円、定期預金の預入に

よる支出702百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、1,101百万円の資金の支出（前第２四半期連結累計期間は294百万円の

資金の獲得）となりました。これは主として、短期借入金の減少によるキャッシュの減少805百万円、配当金の

支払額242百万円等によるものであります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は877百万円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 30,321,283 30,321,283
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数

100株

計 30,321,283 30,321,283 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 30,321,283 － 2,000,000 － 1,566,178

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有

株式数の割合
（％）

ＤＩＣ株式会社 東京都中央区日本橋3-7-20 16,527 54.51

株式会社カストディ銀行（りそな

銀行再信託分・北越コーポレーシ

ョン株式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 1,261 4.16

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 858 2.83

日本製紙株式会社 東京都北区王子1-4-1 630 2.08

星光ＰＭＣ従業員持株会 東京都中央区日本橋本町3-3-6 489 1.61

株式会社日本カストディ銀行（信
託口４）

東京都中央区晴海1-8-11 306 1.01

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海1-8-11 264 0.87

乗越厚生 東京都武蔵野市 251 0.83

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 165 0.55

大塚歓一郎 茨城県つくば市 163 0.54

計 － 20,919 68.99

（５）【大株主の状況】
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2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,305,200 303,052 同上

単元未満株式 普通株式 15,983 － －

発行済株式総数 30,321,283 － －

総株主の議決権 － 303,052 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が13,000株（議決権の数130

個）含まれております。

2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

星光ＰＭＣ株式会社
東京都中央区日本橋本町
三丁目３番６号

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,827,471 4,150,632

受取手形及び売掛金 11,855,653 10,031,101

電子記録債権 2,000,835 1,616,102

商品及び製品 3,283,138 3,416,359

仕掛品 506,939 540,392

原材料及び貯蔵品 2,146,933 1,958,374

短期貸付金 995,979 963,277

その他 835,559 875,732

貸倒引当金 △7,829 △7,409

流動資産合計 25,444,680 23,544,564

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,146,945 5,380,351

機械装置及び運搬具（純額） 4,719,028 4,655,042

土地 7,070,738 7,275,662

建設仮勘定 1,075,448 1,560,514

その他（純額） 216,784 239,685

有形固定資産合計 18,228,945 19,111,256

無形固定資産 50,500 62,722

投資その他の資産

投資有価証券 929,539 1,050,560

退職給付に係る資産 1,134,220 1,227,802

その他 800,170 787,146

貸倒引当金 △30,193 △30,028

投資その他の資産合計 2,833,737 3,035,480

固定資産合計 21,113,182 22,209,459

資産合計 46,557,863 45,754,023

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,875,497 4,374,600

短期借入金 5,572,068 4,766,179

１年内返済予定の長期借入金 85,975 92,742

未払法人税等 229,325 246,549

賞与引当金 587,366 582,814

その他の引当金 － 14,700

その他 1,996,138 2,089,397

流動負債合計 14,346,372 12,166,983

固定負債

長期借入金 560,436 578,173

役員退職慰労引当金 7,800 －

資産除去債務 87,730 87,990

その他 446,570 453,445

固定負債合計 1,102,537 1,119,609

負債合計 15,448,909 13,286,593

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金 1,149,697 1,149,697

利益剰余金 26,331,123 27,030,309

自己株式 △115 △115

株主資本合計 29,480,706 30,179,892

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 285,464 374,558

繰延ヘッジ損益 △6,506 1,131

為替換算調整勘定 1,169,530 1,759,390

退職給付に係る調整累計額 △150,226 △202,434

その他の包括利益累計額合計 1,298,262 1,932,646

非支配株主持分 329,985 354,892

純資産合計 31,108,954 32,467,430

負債純資産合計 46,557,863 45,754,023

- 9 -

2023/08/10 15:54:22／22962293_星光ＰＭＣ株式会社_第２四半期報告書



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

売上高 15,938,576 15,328,882

売上原価 11,990,948 11,815,260

売上総利益 3,947,628 3,513,622

販売費及び一般管理費 ※１ 2,827,265 ※１ 2,789,296

営業利益 1,120,362 724,326

営業外収益

受取利息 2,704 35,349

受取配当金 14,772 12,156

仕入割引 7,573 6,570

補助金収入 ※２ 75,757 ※２ 39,342

為替差益 490,676 359,156

その他 42,468 56,447

営業外収益合計 633,953 509,024

営業外費用

支払利息 6,843 12,124

その他 2,315 1,752

営業外費用合計 9,159 13,876

経常利益 1,745,156 1,219,474

特別利益

補助金収入 ※２ 18,650 ※２ 44,048

固定資産売却益 41 1,132

特別利益合計 18,691 45,180

特別損失

固定資産売却損 - 282

固定資産除却損 264 582

固定資産圧縮損 ※３ 18,650 ※３ 44,048

特別損失合計 18,914 44,913

税金等調整前四半期純利益 1,744,934 1,219,741

法人税、住民税及び事業税 382,386 220,822

法人税等調整額 50,171 57,774

法人税等合計 432,558 278,597

四半期純利益 1,312,376 941,143

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
6,344 △610

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,306,031 941,754

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

四半期純利益 1,312,376 941,143

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △60,730 89,093

繰延ヘッジ損益 7,095 7,638

為替換算調整勘定 996,452 615,450

退職給付に係る調整額 20,685 △52,208

その他の包括利益合計 963,503 659,973

四半期包括利益 2,275,879 1,601,117

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,236,366 1,576,138

非支配株主に係る四半期包括利益 39,513 24,978

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,744,934 1,219,741

減価償却費 635,191 778,732

のれん償却額 - 6,876

補助金収入 △94,407 △83,391

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,819 △843

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △156,838 △168,810

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,801 △9,028

その他の引当金の増減額（△は減少） 13,800 6,900

受取利息及び受取配当金 △17,476 △47,506

支払利息 6,843 12,124

為替差損益（△は益） △469,252 △344,109

固定資産売却損益（△は益） △41 △850

固定資産除却損 264 582

売上債権の増減額（△は増加） 1,057,762 2,327,473

棚卸資産の増減額（△は増加） △137,489 92,251

仕入債務の増減額（△は減少） △197,572 △1,535,066

未収入金の増減額（△は増加） △38,461 △11,146

未払金の増減額（△は減少） △121,557 △117,005

その他 △431,709 △386,414

小計 1,805,970 1,740,511

利息及び配当金の受取額 17,476 47,764

利息の支払額 △6,843 △12,601

法人税等の支払額 △572,773 △203,521

補助金の受取額 105,642 81,856

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,349,472 1,654,007

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 - △702,052

定期預金の払戻による収入 - 363,080

有形固定資産の取得による支出 △1,807,168 △814,818

有形固定資産の売却による収入 114 5,101

投資有価証券の取得による支出 △3,321 △3,563

無形固定資産の取得による支出 △14,456 △17,557

短期貸付金の純増減額（△は増加） 373,536 32,702

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- △20,530

その他 △17,265 △2,943

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,468,561 △1,160,580

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,598,212 △805,889

長期借入金の返済による支出 △42,689 △43,982

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△1,999,463 -

配当金の支払額 △243,163 △242,601

非支配株主への配当金の支払額 △16,467 △7,772

その他 △1,574 △1,278

財務活動によるキャッシュ・フロー 294,855 △1,101,524

現金及び現金同等物に係る換算差額 813,749 553,785

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 989,516 △54,312

現金及び現金同等物の期首残高 2,762,928 3,476,911

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 3,752,445 ※１ 3,422,598

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第１四半期連結会計期間において、株式会社マリンナノファイバーの株式を取得したため、連結の範囲に含め

ております。

（四半期連結貸借対照表関係）

　　該当事項はありません。

　前第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

　　至　2022年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年６月30日）

運賃 928,917千円 796,728千円

賞与引当金繰入額 138,266 137,121

貸倒引当金繰入額 △5,819 △843

退職給付費用 22,550 20,760

研究開発費 585,450 582,935

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

※２　補助金収入

前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

　大学研究機関及び他社との共同による研究に対して交付されたものが主であります。

研究に関して、必要経費部分は営業外収益、固定資産取得部分については特別利益として計上しております。

当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

　主として新規事業助成の為の機械装置購入、研究費用及び付随する必要経費に対して交付されたものであ

ります。交付された補助金の内、必要経費部分は営業外収益、固定資産取得部分については特別利益として

計上しております。

※３　固定資産圧縮損

　前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

　　※２の受入について、国庫補助金として取得価額を直接減額したことによるものであります。

　当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

　　※２の受入について、国庫補助金として取得価額を直接減額したことによるものであります。

前第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

至　2023年６月30日）

現金及び預金勘定 3,752,445千円 4,150,632千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △728,034

現金及び現金同等物 3,752,445 3,422,598

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月28日

取締役会
普通株式 242,570 8.0 2021年12月31日 2022年３月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月９日

取締役会
普通株式 242,569 8.0 2022年６月30日 2022年９月６日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日

取締役会
普通株式 242,568 8.0 2022年12月31日 2023年３月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月８日

取締役会
普通株式 242,568 8.0 2023年６月30日 2023年９月５日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

２．株主資本の金額の著しい変動

第１四半期連結会計期間において、連結子会社である新綜工業股份有限公司の株式を追加取得したことにより、

資本剰余金が426,567千円減少しております。この結果、当第２四半期連結会計期間末において、資本剰余金が

1,149,697千円となっております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（単位：千円）

製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計
調整額

(注)１. ２

四半期連結
損益計算書
計上額(注)３

売上高

(1）外部顧客に対する売

上高
9,229,454 3,532,757 3,176,364 15,938,576 － 15,938,576

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
55,239 407,192 22,100 484,532 △484,532 －

計 9,284,694 3,939,949 3,198,464 16,423,109 △484,532 15,938,576

セグメント利益 441,459 179,334 682,478 1,303,273 △182,910 1,120,362

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．売上高の調整額△484,532千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の調整額△182,910千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお

ります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「製紙用薬品事業」の売上高は

2,097千円減少、セグメント利益は2,097千円減少しております。「樹脂事業」の売上高は116,607千円減

少、セグメント利益は198千円減少しております。

- 15 -
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（単位：千円）

製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計
調整額

(注)１. ２

四半期連結
損益計算書
計上額(注)３

売上高

(1）外部顧客に対する売

上高
9,767,070 2,993,041 2,568,770 15,328,882 － 15,328,882

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
33,058 458,602 16,338 507,998 △507,998 －

計 9,800,129 3,451,643 2,585,108 15,836,881 △507,998 15,328,882

セグメント利益 438,886 12,673 449,624 901,183 △176,857 724,326

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．売上高の調整額△507,998千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の調整額△176,857千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　金融商品の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

（有価証券関係）

　有価証券の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の当第２四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

（単位：千円）

製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計

日本 7,837,911 2,113,883 1,039,984 10,991,779

アジア 1,391,543 1,300,746 942,982 3,635,272

欧米他 － 118,127 1,193,396 1,311,524

顧客との契約から生じる収益 9,229,454 3,532,757 3,176,364 15,938,576

外部顧客に対する売上高 9,229,454 3,532,757 3,176,364 15,938,576

（単位：千円）

製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計

日本 8,084,528 1,959,609 1,007,786 11,051,925

アジア 1,682,541 962,142 913,575 3,558,260

欧米他 － 71,289 647,407 718,697

顧客との契約から生じる収益 9,767,070 2,993,041 2,568,770 15,328,882

外部顧客に対する売上高 9,767,070 2,993,041 2,568,770 15,328,882

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）
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前第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 43円07銭 31円06銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,306,031 941,754

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,306,031 941,754

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,321 30,321

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はございません。

２【その他】

2023年８月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………242,568千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………8円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2023年９月５日

（注）　2023年６月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月９日

星 光 Ｐ Ｍ Ｃ 株 式 会 社

有限責任監査法人トーマツ

　 東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 丸　地　　肖　幸

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山　本　　哲　平

　 取 締 役 会 　 御 中

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている星光ＰＭＣ株式会

社の2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2023年4月1日から2023年6月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、星光ＰＭＣ株式会社及び連結子会社の2023年6月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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